
 

 

なごや認知症カフェ開設助成事業実施要領 

 

１ 目的  

   この要領は、名古屋市認知症相談支援センター運営事業実施委託仕様書  第５（２）ウ

に基づき、軽度認知障害又は認知症（以下、「認知症」という。）の方が、住み慣れた地

域で自立した生活ができるよう仲間づくりや生きがい支援、介護する家族の負担軽減、

地域住民への啓発のため開設する、名古屋市内における認知症カフェ（以下「カフェ」

という。）の実施、助成手続き等について必要な事項を定める。  

 

２ カフェ実施主体  

   カフェの実施主体は、地域住民団体やボランティア団体、ＮＰＯ法人、介護事業所、  

福祉施設、医療機関等の団体とする。  

 

３ 助成  

   名古屋市認知症相談支援センター（以下「認知症相談支援センター」という。）所長は、

４に定める助成要件に合致すると認められるカフェの実施主体（以下「カフェ実施主体」

という。）の代表者に対し助成金を交付する。  

 

４ 助成要件 
（１） 活動目的      以下のア～エの全部又は一部を主たる目的とする、認知症の本人及び家族、それ
に加え地域住民、専門職等地域の誰もが気軽に集える活動拠点であり、営利、宗教、

政治活動を目的としないもの。      ア 認知症の本人やその家族同士の相互交流・情報交換      イ 家族の介護負担の軽減      ウ 認知症状の悪化予防      エ 地域での認知症啓発  

（２） 助成対象者      次のいずれにも該当する団体とする。  

ア 市税を滞納していない者  

イ 暴力団又は暴力団員の統制下でない者  

ウ 申請日から６か月前までに認知症カフェを開設した者、又は決定通知日より
３か月以内に開設可能な者  

ただし、すでに「なごや認知症カフェ」に登録しているカフェ実施主体が助

成要件を満たすようになった場合も含む  

エ 認知症カフェの実施について、名古屋市が行う他の補助金等（なごや認知症
カフェ運営助成事業実施要領に定める運営助成は除く）の交付を受けていない

者 

オ 事業を着実に実行でき、適切な事業運営が確保できると名古屋市認知症相談
支援センター所長が認める者  

 



 

 

（３）対象者  

認知症の本人及び家族、地域住民、専門職等を中心に、誰もが参加できるも  

のとする。  

（４）参加人数  

開設当初の参加人数が５人以上見込まれるもの。ただし、その後の増減は問わない。 

（５）事業実施場所  

名古屋市内で５人以上が集い、１の目的を達成できる場所で実施する。  

（６）実施回数・時間  

月１回以上一定の場所で定期的に開催する。１回あたりの開設時間は２時間以上と

する。  

（７）実施期間     ３年間は継続した事業実施が見込まれること。  

（８）人員配置     ア 本人・家族等からの相談に対応するため、以下のいずれの条件も満たす専門職
を１名配置する。      （ア）医師・看護師等の医療関係者や社会福祉士・精神保健福祉士等の福祉関係

者、認知症キャラバン・メイト等認知症に関する知識を習得している者      （イ）認知症の相談業務に従事した経験のある者     イ 認知症サポーター等のボランティアの参加を積極的に促進する。  

（９）利用者負担     食糧費、会場借り上げ代等の実費以外は徴収不可とする。  

（10）参加者の募集     知人や自らの事業の利用者だけでなく、地域に広く募集すること。  

（11）その他  

認知症地域支援推進員及びいきいき支援センターとの連携に努めること。  

 

５ 助成内容  

   助成の対象は、原則としてカフェ開設に際し必要な物品の購入経費とし、１か所につき

５万円を限度とする。  

 

６ 助成手続等  

（１） カフェ実施主体の代表者は、なごや認知症カフェ開設経費助成申請書（第１号様

式）及び口座振替申込書（第２号様式）を、開設しようとする住所地を管轄するい

きいき支援センターを通じて、認知症相談支援センター所長に提出する。  

（２） 認知症相談支援センター所長は、申請内容を審査し適当と認めたときは、なごや

認知症カフェ開設経費助成決定通知書（第３号様式）をカフェ実施主体の代表者に

交付する。  

（３） 予算を上回る申請があった場合は、選考を行う。選定順位は、開催回数、参加人

数に基づき決する。  

（４） 助成金の交付決定を受けたカフェ実施主体の代表者は、決定通知日から３ヶ月以

内に、なごや認知症カフェ開設報告書（第４号様式）を、いきいき支援センターを



 

 

通じて認知症相談支援センター所長に提出する。  

（５） 申請者は、助成金の残金が生じたときは、これを助成交付を受けた年度（４月１

日から翌年３月３１日までをいう。）終了後の４月末日までに認知症相談支援センタ

ーへ返納しなければならない。  

（６） 開設助成を受けてから３年間は、年度終了後１ヶ月以内に、事業報告書（第５号

様式）を、いきいき支援センターを通じて認知症相談支援センター所長に提出する。  

 

７ 助成金の返還    認知症相談支援センターは、助成対象が次のいずれかに該当するときは、助成金の  

交付決定を取り消し、すでに交付した助成金の返還を命ずることができる。  

（１） 虚偽その他不正の手段によって助成金の交付を受けたとき。  

（２） 助成要件に該当しないこととなったとき又は申請をした当時に助成要件に該当
していなかったことが判明したとき。  

 

８ 認知症相談支援センター及びいきいき支援センターの役割  

（１） 認知症相談支援センターは、カフェの推進を図るために必要な調査、研究、啓発

及び、その他必要な事業を行う。  

（２） 認知症相談支援センターは、いきいき支援センターに配置された認知症地域支援

推進員（以下「推進員」という。）及びいきいき支援センター、カフェ実施主体に対

してカフェ推進について必要な指導、援助を行う。  

（３） 推進員及びいきいき支援センターは、カフェ実施主体に対して、カフェ開設、運

営についての支援を行う。  

 

９ なごや認知症カフェへの登録    助成金の交付決定をもって、カフェを「なごや認知症カフェ」として登録する。  

 

10 書類の保存    助成を受けたカフェ実施団体の代表者は、カフェ開設にともなう関係書類を、年度終
了後３年間保存しなければならない。    

11 その他  

    この要領の施行について必要な事項は、認知症相談支援センター所長が別に定める。 

 

附  則 

この要領は、平成２７年７月１日から施行する。      附 則  

この要領は、平成２８年３月１８日から施行する。      附 則  

この要領は、平成２８年８月１日から施行する。  

附 則  

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。  



 

 

附 則  

この要領は、令和３年２月１日から施行する。  

 


